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この政府調達公告版に掲載される入札
公告、入札公示及び落札者等の公示は、
ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の
適用を受ける調達を含みます。
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入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和３年 11 月８日

支出負担行為担当官
近畿地方整備局長 東川 直正

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 27
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 調達件名及び数量
紀の川ダム統合管理事務所管内と木津川上
流河川事務所管内で使用する電気（電子調達
システム対象案件）
契約電力：563kW
予定使用電力量：3351928kWh

 調達件名の特質（又は仕様）等 入札説明
書等による。
 使用期間 令和４年４月１日から令和６年
３月31日まで
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 入札書に記載する金額は、各社
において設定する契約電力に対する単価（基
本料金単価、同一月においては単一のものと
する。）及び使用電力量に対する単価（電力量
料金単価、同一月においては単一のものとす
る。）を根拠とし、あらかじめ当局が別途提示
する月毎の予定契約電力及び予定使用電力量
に基づき算出した各月の対価の使用期間に対
する総額を入札金額とすること。
なお、入札時においては、発電費用等に係
る燃料価格変動の調整額及び電気事業者によ
る再生可能エネルギー電気の調達に関する特
別措置法に基づく賦課金は考慮しないことと
する。

なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に消費税及び地方消費税の税率
を乗じて得た額を加算した金額（当該金額に
１円未満の端数があるときは、その端数金額
を切り捨てた金額とする。）をもって落札価格
とするので、入札者は消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約希望金額から当
該金額に係る消費税及び地方消費税に相当す
る額を減じた金額を記載した入札書を提出す
ること。
原則として、当該入札の執行において入札
執行回数は２回を限度とする。
詳細は入札説明書による。

 電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用 本
案件は、申請書等の提出、入札を電子調達シ
ステムで行う対象案件である。なお、電子調
達システムによりがたい場合は、紙入札方式
参加願を提出し、紙入札方式に変えることが
できる。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 平成31・32・33年度または令和１・２・３
年度国土交通省競争参加資格（全省庁統一資
格）「物品の販売」に格付けされた近畿地域
又は東海・北陸地域の競争参加資格を有する
者であること。
なお、当該資格に係る申請については、「競
争参加者の資格に関する公示」（令和２年３月
31日付官報）の別表に記載されている申請受
付窓口（近畿地方整備局総務部契約課ほか）
にて随時受け付けている。
また、令和４年４月１日時点において、令
和４・５・６年度国土交通省競争参加資格
（全省庁統一資格）の「物品の販売」に格付
けされた近畿地域又は東海・北陸地域の認定
を受けていること。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業の登録を受けていること。
 省CO２化の要素を考慮する観点から、入札
説明書に記載する基準を満たすこと。
 申請書等の受領期限の日から開札の時まで
の期間に、近畿地方整備局長から指名停止を
受けていないこと。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申し立
てがなされている者又は民事再生法に基づき
再生手続開始の申し立てがなされている者
（「競争参加者の資格に関する公示」に基づ

く「会社更生法及び民事再生法開始に基づく
更生手続の決定等を受けた者の手続」を行っ
た者を除く。）でないこと。
 電子調達システムによる場合は、電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。
 入札説明書を３の交付方法により、電子
調達システムから自ら直接ダウンロード、ま
たは支出負担行為担当官から直接交付を受け
た入札説明書により作成した申請書を提出し
た者であること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、国土
交通省が発注する業務等からの排除要請があ
り、当該状態が継続しているものでないこと。

３ 申請書等及び入札書の提出場所等
 電子調達システムのＵＲＬ、入札書の提出
場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先
政府電子調達システム
https://www.geps.go.jp/

〒5408586 大阪府大阪市中央区大手前１
丁目５番44号大阪合同庁舎第１号館８階 国
土交通省近畿地方整備局総務部契約課購買第
二係長 桑原 竜介 ＴＥＬ0669421141
（内線2538）
 紙入札方式による入札書の提出場所、契約
条項を示す場所及び問い合わせ先 上記３
の問い合わせ先に同じ
 入札説明書の交付する場所及び方法 電子
調達システムにより交付する。（質問回答等
を、電子調達システムの調達資料ダウンロー
ド機能を用いて行うため、資料のダウンロー
ドの際に「ダウンロードした案件について訂
正・取消が行われた際に更新通知メールの配
信を希望する」にチェックを入れること。）
ただし、やむを得ない事由により、電子調
達システムにより入手が出来ない場合は、支
出負担行為担当官から直接交付を行うので、
上記３に問い合わせること。
 電子調達システムによる入札書類データ
（申請書等）の受領期限、及び紙入札方式に
よる申請書等の受領期限 令和３年12月７日
16時00分
 電子調達システムによる入札書の受領期
限、及び紙入札・郵送等による入札書の受領
期限 令和４年１月17日16時00分
 開札の日時及び場所 令和４年１月18日11
時00分 国土交通省近畿地方整備局入札室
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